Lowering the Welfare Benefit Standards and Lives of the Elderly Using　its Schemes by 小澤, 薫 & Ozawa, Kaoru
− 95 −
生活保護基準の引き下げと生活保護利用者の生活実態
生活保護基準の引き下げと生活保護利用者の生活実態
小澤　　薫
Lowering the Welfare Benefit Standards and Lives of the Elderly Using 
its Schemes
Kaoru OZAWA
キーワ ドー：生活保護基準、社会保障制度改革、ナショナル・ミニマム
Key Words： Welfare Benefit Standards， Social Security Reform， National Minimum
はじめに
　2013 年８月から、生活保護の保護基準の引
き下げが行われた。これに対し、生活保護基準
引き下げに対する集団一斉審査請求が行われ
た。受給額が減少したことを不服として生活保
護の利用者が、自治体に対して引き下げの取り
消しを求めたもので、その数は１万件を超えて
いる（１）。この数は、過去最高であった年間審
査請求件数 1,086 件（2009 年）をはるかに超え
るものになっている。新潟県弁護士会も生活保
護基準の引き下げに強く反対する意見書を提出
している（２）。そもそも今回の生活保護基準の
引き下げは、2012 年８月に成立した「社会保
障制度改革推進法」に基づいて実施に至ったも
のである。その目的には「受益と負担の均衡が
とれた持続可能な社会保障制度の確立」が掲げ
られ、社会保障制度に対する国民の自己責任・
自助努力が強調されている。生活保護の引き下
げを皮切りに、今後、公的年金、医療保険、介
護保険の制度「改正」が予定されている。な
お、生活保護の利用者は、1995 年以降増加の
一途を辿っている。平成 25 年 10 月現在、全国
では 215 万 2627 人、新潟県内では 20,597 人で、
前年の増加率は全国が 0.9％、新潟県が 3.1％と
なっている。生活保護基準の引き下げはこの生
活保護利用者に直接的な影響を与える。吉永
は、この直接的な影響に加えて、間接的な影響
として、最低賃金、公的年金、課税最低限が引
き下げられること、さらにそこから医療費や介
護保険サービスの自己負担、保育料、障がい児・
者の通所サービス料の引き上げなど、国民全体
の生活に影響が及ぶことを指摘している（吉永
[2011]pp.239-242）。
　本稿では、生活保護基準の引き下げの根拠に
ついて、2004 年に廃止された「老齢加算」も
含めて整理する。次に、生活保護利用者の意識
と生活実態について、「ひとり暮らし高齢者」
に対して実施した調査で、「生活保護」を利用
している世帯を抽出し、その特徴を明らかにす
る。その上で、生活保護を利用している高齢者
の家計の状況を生活保護利用者への聞き取り調
査から明らかにしながら、社会保障改革の今後
の方向性について検討したい。
１　生活保護基準について
（１）生活保護の基準の法的根拠
　生活保護法の第３条で、「この法律により保
障される最低限度の生活は、健康で文化的な生
活水準を維持することができるものでなければ
ならない」と規定している。そしてその基準に
は、第８条で「保護は、厚生労働大臣の定める
基準により測定した要保護者の需要を基とし」
として、その基準及び程度が規定されている。
この基準については、要保護者の需要に対応し
て決められており、年齢別、世帯構成別、所在
地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を
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考慮したものである。これに基づき、生活扶助
費としては、個人単位の第１類と世帯単位の第
２類、加算があり、これらを合計して、最低生
活費となる。
（２）加算制度について
　加算制度は、「特別の需要に着目して基準生
活費に、上積みをする制度であり、加算対象者
についてより高い生活水準を保障しようとする
ものではなく、加算によってはじめて加算がな
い者と実質的な同水準の生活が保障されるこ
とになる」（「生活保護手帳別冊問答集」[2013]
p.180）と規定されている。母子加算について
は、「一方の配偶者が欠ける状況にある者等が
児童を養育しなければならないことに伴う特別
な需要に対応するもの」、「乳幼児をかかえる母
親は中等程度以上の労働に従事しているものと
考えるべきでその増加熱量分を補填する」と規
定し、「特別な需要」への対応の必要性が掲げ
られている。「老齢加算」については、1980 年
の中央社会福祉審議会生活保護専門分科会中間
的とりまとめにおいて、「老齢者は咀嚼力が弱
いため、他の年齢層に比し消化吸収がよく良質
な食品を必要とするとともに、肉体的条件から
暖房費、被服費、保健衛生費等に特別な配慮を
必要とし、また、近隣、知人、親戚等への訪問
や墓参りなどの社会的費用が他の年齢層に比し
余分に必要となる」と、「老齢者」に対する「特
殊な配慮」の必要性が具体的に記載されていた。
2003 年の基準では、２級地で 16,680 円が 70 歳
以上に支給されていた。母子加算、老齢加算
はともに、2004 年に廃止が決定した。しかし、
母子加算については、2009 年に復活をしたが、
老齢加算については、いまなお廃止された状態
にある。
（３）老齢加算廃止の根拠
　生活保護変更決定取消請求の最高裁判例か
ら老齢加算の廃止の根拠について整理する（３）。
特別集計等の統計や資料等に基づいて、①無職
単身世帯の生活扶助相当消費支出額を比較した
場合、いずれの収入階層でも 70 歳以上の者の
需要は 60 ないし 69 歳の者のそれより少ないこ
とが示されたこと、② 70 歳以上の単身者の生
活扶助額（老齢加算を除く）の平均は、第Ⅰ五
分位（以後、低所得階層とする）（４）の同じく
70 歳以上単身無職者の生活扶助相当消費支出
額を上回っていたことなどを挙げている。つま
り、60 代と 70 歳以上の消費支出額の比較から
70 歳以上に「特殊な需要」がないこと、生活
扶助費と低所得階層の平均を比較して、生活扶
助の基準が低所得階層の平均を上回っていたこ
と等を根拠として、「70 歳以上の高齢者に老齢
加算に見合う特別な需要」は認められないと結
論づけている。なお、老齢加算の廃止にあたっ
てその論拠資料となっている報告書を提出した
専門委員会の委員であった布川は「老齢加算の
廃止のみを実施したことを合理化できる資料で
はない」（布川 [2008]p.63）としている。
（４）2013 年８月の生活保護費の引き下げの根拠
　2013 年８月からは、生活扶助費の第１類の
基準額が改定された。６歳～ 59 歳が引き下げ
の対象となっている。特に、12 歳～ 40 歳の基
準額の減少率は大きい（５）。この根拠となって
いるのが、社会保障審議会生活保護基準部会報
告書（2013 年１月 18 日）である（６）。ここでは、
「平成 21 年全国消費実態調査」をもとに生活扶
助基準について検証している。検証の手法とし
ては、第Ⅰ十分位（最も所得の低い 10％の階
層）と生活扶助基準を比較して、年齢別（第１
類費）の基準額の水準が、第Ⅰ十分位の消費実
態と、「年齢階級間の指数で乖離が認められた」
としている。さらに、世帯人員別の基準額の水
準として、「第１類費と消費実態の指数を比べ
ると、世帯人員が増えるにつれて乖離が拡大す
る傾向が認められた」としている。この結果を
受けた形で、年齢別の第１類費の変更、多人数
世帯に対する第１類費の逓減が行われることと
なった。
　このように全国消費実態調査など政府統計に
基づいて、第Ⅰ五分位、第Ⅰ十分位という低所
得世帯と、生活保護世帯の比較から、生活保護
費の切り下げ、加算の廃止が行われたのである。
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２　生活保護世帯の実態把握
（１）高齢者調査における生活保護利用者
　ここでは、生活保護を利用している世帯の実
情に迫るために、「新潟市中央区におけるひと
り暮らし高齢者の生活と意識に関する調査」（以
下、高齢者調査）（７）において、現在の収入で「生
活保護」を挙げた人についてみていく。
　はじめに、この生活保護利用者（以下、利用
者）の分布の特徴について確認しておく。利用
者が回答者全体に占める割合は 4.4％、男性は
7.7％、女性は 3.5％であった。性別の比率は、
男性 35.3％、女性 62.7％で、全体の性別比（男
性 20.1％、女性 79.3％）と比べると、男性がや
や多い。年齢階層では、利用者が「75 歳以下」
56.9％で、全体の 27.1％を大きく上回り、全体
と比べると、利用者では 75 歳以下の比率が高
い（図１）。現住所における所在年数では、利
用者が「20 年未満」で 52.9％を占め、全体の
16.8％を大きく上回っている。その一方で、ひ
とり暮らしの年数は、利用者が「20 年以上」
51.0％で、全体の 28.4％を大きく上回っている、
このように全体と比べて、現住所で居住年数は
短く、ひとり暮らし年数は長い。
　住宅についてみると、その種類では「民間
賃貸アパート」54.9％、「民間借家」19.6％な
ど「持ち家」以外が 86.3％を占め、回答者全体
の 16.8％を大きく上回っている。「住宅の困り
ごと」については、「風呂がない」が 19.4％で、
回答者全体の 7.7％を大きく上回っている。そ
の他、「持ち家」比率の低さから「家賃が高い」
が 19.4％で、回答者全体の 4.4％を大きく上回っ
ている。入浴については、その回数を尋ねてい
て、利用者は、「週２回入る」43.1％、「週１回
程度」13.7％で、「週２回以下」は 56.8％を占
めていた。回答者全体の 28.3％を大きく上回っ
ていた（図２）。住宅の種類にも関連して、入
浴回数に違いがみられた。
　本人の主観的な健康状態では、「健康ではな
い」が 25.5％を占め、全体の 8.5％を大きく上
回っている。介助の必要性、介護保険サービス
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図１　ひとり暮らし高齢者調査における「生活保護利用者」の年齢構成
（出所）新潟市中央区社会福祉協議会・新潟県立大学（2011）より作成。
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の利用状況については、全体とほとんど変わら
なかった。
　本人の最長職をみると、「生活保護」世帯は、
「自営業（家族従業員を含む）」が 29.4％、「契
約社員、派遣社員、パート・アルバイト、日雇、
非常勤職員」が 27.5％、全体の比率では、それ
ぞれ 17.1％、12.3％であり、自営業、非正規雇
用の比率が高いことがわかる。
　次に家族関係についてみていく。「ひとり暮
らしのきっかけ」では、「離婚」が 37.3％を占
め、全体の 8.0％を大きく上回っている。生存
子の有無では、「いない」が 39.2％で、全体の
22.6％を大きく上回っている。行き来する親族
についても、「誰ともほとんど行き来がない」
が 23.5％で、全体の 6.5％を大きく上回ってい
る（図３）。「行き来がある」と回答した人で
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図 2　入浴の頻度
（出所）高齢者調査は、図 1と同じ。生活保護利用者調査は、小澤（2011）より作成。
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図 3　ふだんの行き来する家族・親族
（出所）図 2と同じ。
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も、その連絡の頻度は、「月に数回」51.4％、「年
に数回」17.1％で、全体の「月に数回」29.8％、
「年に数回」7.9％を大きく上回っている。正
月の過ごし方についても「ひとりで過ごした」
は 41.2％で、全体の 30.6％よりも高い。「離婚」
の比率、生存子の「いない」比率が高いことなど、
家族関係にも違いがみられた。「日常生活にお
ける困りごとの相談相手」としては、利用者で
は、「手伝ってもらう人がいない」が 11.8％で、
全体の 5.3％を上回っている（図４）。相談相手
として、全体よりも利用者で高いものは、民生
委員、ホームヘルパー、役所の人、ケアマネー
ジャーであった。家族・親族との関係が希薄な
分、行政やサービスとのつながりが、相談相手
となっている比率が高まっている。さらに、緊
急時の支援者の有無についてみると、利用者で
は「いない」が 23.5％を占め、全体の 8.2％を
大きく上回っている（図５）。相談相手がいな
い人の比率、緊急時の支援者がいない人の比率
が、利用者では、高くなっていた。
　経済状況についてみると、「150 万円未満」
が 72.5％を占め、全体の 31.1％を大きく上回っ
ている。経済状況の認識についても、「苦しい」
（「やや苦しい」と「かなり苦しい」の合計）
58.9％で、全体の 19.5％を大きく上回っている
（図６）。
　このように、生活保護の利用者は、回答者全
体と比べて、住居については、借家の比率が高
かった。家族関係は希薄で、困りごとに対する
相談相手としては、子どもやきょうだいの比率
は低く、緊急時の支援者がいない比率が高かっ
た。最長職が不安定雇用で、いまの経済状況と
して「苦しい」と感じている比率が高かった。
（２）ひとり暮らしの高齢者と生活保護利用者
の調査から
　ここでは、生活保護を受給している 70 歳以
上の単身高齢者に対する聞き取り調査（以下、
生活保護利用者調査）（８）と中央区ひとり暮ら
し高齢者調査（以下、高齢者調査）における生
活保護利用者について比較したい。
　はじめに性別の比率をみると男性 35.8％、女
性 64.3％で、その比率はほぼ同じであった。現
住所歴では、「20 年未満」が 57.1％、ひとり暮
らし歴で「20 年以上」が 42.9％であった。居
住形態は、「民間借家」等が 92.9％（「民間借家」
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図 4　日常生活の困りごとの相談相手
（出所）図 2と同じ。
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78.6％、「公営住宅」14.3％）で、より借家の比
率が高かった。本人の最長職は、「非正規雇用」
42.9％、「自営業」28.6％であった。「自営業」
の比率はほぼ同じであるが、「非正規雇用」の
比率は高く、正規雇用の比率が低いことでは共
通している。
　ひとり暮らしのきっかけは「離婚」が
39.3％、生存子の有無では「いない」と回答し
た人が 21.4％、行き来のある親族で「誰ともほ
とんど行き来がない」が 35.7％で（図３）、高
齢者調査における生活保護利用者と比べて生存
子が「いる」割合は高いが、行き来のある親族
が「いない」割合も高くなっていた。困りごと
の相談相手としては、「子ども」はほぼ同じで
あるが、「きょうだい」が生活保護利用者調査
では低く、その代わり「友人・知人」が高くなっ
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図 5　緊急時の支援者の有無
（出所）図 2と同じ。
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図 6　経済状況
（出所）図 2と同じ。
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ていた。行政やサービス提供機関については、
ホームヘルパーを挙げる比率は、高齢者調査の
生活保護利用者と同じ程度であるが、民生委員
は「全体」並みで、それほど高くなかった（図４）。
お正月に「ひとりで過ごした人」は 50.0％で、
ひとりの比率が高い。緊急時の支援者について
は、「いない」が 28.6％で、高齢者調査の生活
保護利用者とほぼ同じであった（図５）。
　経済状況については、「苦しい」（「やや苦しい」
と「かなり苦しい」の合計）が 75.0％で、苦し
いという回答は高かった（図６）。
　その他、入浴の回数は、「毎日」42.9％、「１
日おき」21.4％、「週２回程度」25.0％、「週１回」
7.1％（図２）、食事の回数は３食 71.4％、２食
25.0％、日によって 3.6％であった（図７）。
　これらのことから、高齢者調査の生活保護利
用者と、生活保護利用者調査の対象者を比較す
ると、本人の最長職における非正規雇用比率の
高さ、「ひとり暮らしのきっかけ」での「離婚」、
緊急時の支援者が「いない」人の割合など、多
くの項目で同じ比率のものがあった。経済状況
についても「苦しい」という回答が高かった。
その一方で、生活保護利用者調査では、入浴の
回数で「毎日」の比率、食事の回数で「３食きっ
ちり」の比率が高くなっていた。細かい点での
違いはあるものの、比較可能な項目については、
回答に同じ傾向がみられた。なお、高齢者調査
では、「緊急時の支援者の有無」と「社会との
つながり」を調査の指標として、「社会的な孤
立」について検討している。所得階層別に緊急
時の支援者の有無をみると、緊急時の支援者が
いない人で、低所得者層の比率が大きくなってい
た（９）。
　このように一般世帯と生活保護世帯の生活状
況の違いが、わかる。
３　生活実態と意識について　聞き取り調査
による例証
（１）家計費等への具体的な記述
　ここでは、生活保護利用者調査から、家計費
のなかで負担に思う費目、節約している費目に
ついてみていく（自由記述・複数回答）。負担
に思う費目は、冷暖房費も含めた光熱費が 10
人（35.7％）で一番多く、次いで食費が６人で
あった。冠婚葬祭費、交通費はそれぞれ３人で
あった。続いて、節約している費目は、食費が
17 人（60.7％）で一番多く、次いで光熱費 11 人、
被服費４人であった。その他、「全体的に節約
している」という人が２人いた。節約している
費目としては食費が多いことがわかる。食費を
節約している具体的な記述をみると、「近所と
のつきあいを大切にして、冠婚葬祭はほとんど
参加するようにしている。そのためふだんの生
活費、特に食費を切り詰めている」、「おむつ代
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図 7　食事の回数
（出所）図 2と同じ。
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やリハビリ代が足りず、食費を削ってお金を捻
出している」、「洗濯、シャワーの節約。食材は
安いものを探して歩き回る」という回答があっ
た。このように、食事を控えて、冠婚葬祭など
のつきあいの部分や万が一に備えた予備費、他
の物にまわすということが行われていることが
わかる。
　光熱費に関連して、入浴の回数をみると週１
～２回という回答が９人（32.1％）であった。
そのなかで市から支給される「入浴券」のみと
いう回答の人が２人いた（調査当時月４枚配
布）。風呂の湯を替える頻度についても、３回
に１回が２人、週に１回が２人いた。「暑いの
で『毎日』入浴しているが、風呂の湯を変える
のは２～３日に１回」、「『週に２回程度』入浴
しているが、湯をかえるのは、月１回、６～７
回入ってから」という回答があった。
　その他の光熱費の節約としては、冷暖房器
具の使用を控えていることが挙げられていた。
「クーラーはあるが使用していない。暖房器具
はこたつが中心で、本当に寒くないとストーブ
は付けない」、「扇風機はあるがふだんは使わな
い。暖房器具は 12 月から３月の間だけで、４
月からは使わないようにしている。入浴は市が
支給する入浴券のみで週に１回だけ」という回
答があった。節約のために、冷暖房器具の使用、
入浴を控えている様子が窺える。
　被服費に関してみると、「洋服（外出着）」の
購入頻度は、「ほとんど購入していない」が 26
人（92.9％）、「年に１～２回程度」が２人であっ
た。「下着」については、「ここ数年新しい物を
買っていない」９人（32.1％）、「年に１枚から
２枚」13 人、「半年に１枚から２枚」５人であっ
た。洋服については９割が、下着については３
割が、ここ数年購入していない状況である。
（２）積雪地・寒冷地としての特殊性
　次に、積雪地・寒冷地としての特殊性と関連
する項目について触れる。雪で困ったことが「あ
る」という回答は 64.3％（18 人）であった。困っ
たことの内容として、「雪かき」「ゴミ捨て」「買
い物」が挙げられていた。そのほか具体的な内
容として「玄関前に雪がたまっていて、タクシー
に乗るにも、デイサービスに行くにも大変だっ
た」「誰も雪かきをしないので自分で雪かきを
した」「４日間バスが通らなかった」「雪で転ん
で腰を痛めてしまった」「戸が開かなくなった」
「雪かきは近所の人がやってくれたが外にでる
のが困った」「坂の上に家があるので、坂をく
だって買い物に行くのが大変だった」など、雪
による移動の困難さなど切実な声が挙げられて
いた。「ない」と回答した人については、「近所
の人が雪かきをしてくれたから」という周りの
人がやってくれたからという回答や「元気なの
で雪を踏み越えて出入りした」「いまはまだ身
体が丈夫なのでなんとかできた」などいまは元
気だからという回答があった。年齢や健康状況
に大きく左右されることがわかる。先述の通り、
主観的な健康状態は、「健康ではない」比率が
全体に比べて高かったので、雪での困りごとも
大きくなると考えられる。
　また、暖房器具の使用期間についても尋ねて
いる。使用している暖房器具（複数回答）は、
「石油ストーブ」64.7％、「こたつ」44.1％、「ガ
スストーブ」29.4％、「電気ストーブ」23.5％、「エ
アコン」11.8％となっていた。その使用期間に
ついては、６ヶ月 29.4％、７ヶ月 29.4％、８ヶ
月 17.6％、４ヶ月 11.8％、５ヶ月 8.8％、９ヶ
月 2.9％であった。暖房器具を６ヶ月以上使用
しているという回答が約８割を占めていた。実
際、冬季加算の支給期間は 11 月～３月の５ヶ
月間になるので、冬季加算を超える需要がある
ことがわかる。その一方で、使用にあたって「暖
房器具の使用を冬季加算が支給される期間に限
定している」という回答もあった。実際、先に
も触れたように負担費目としては光熱費が一番
多く、節約している費目としても光熱費は食費
に次ぐ大きさになっていた。節約のために暖房
の使用を制限している回答もみられたが、８割
近くが冬季加算の支給期間を超えて暖房を使用
していることから、冬季加算自体が新潟市の気
候状況を反映していないことも考えられる。
（３）社会とのつながりについて
　社会的なつながりを示す指標として、お中
元等のやりとり、冠婚葬祭について尋ねてい
る。「お中元、お歳暮やプレゼントのやりとり」
については、「まったくしていない」が 19 人
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（67.9％）であった。冠婚葬祭については、「まっ
たく参加していない」８人、「あまり参加して
いない」６人であった。
　日ごろの行き来、お正月の過ごし方、緊急時
の支援者の有無については、先述の通りで、家
族構成、家族の形成も含めて、生活保護世帯で
は、家族・親族とのつながりが薄く、緊急時に
支援者がいない人の比率が高かった。様々な事
情によって家族・親族関係が弱くなっているこ
とはもちろんであるが、お中元・お歳暮のやり
とり、冠婚葬祭への参加、お正月の過ごし方に
みられるように、経済的な要因もそれに影響を
与えていると考えられる。「お正月に実家に行
くと、お年玉をあげないといけないから」ひと
りで過ごしている、「香典がだせないため、あ
まり参加できず申し訳ない」という回答があっ
た。
（４）まとめ
　２つの調査結果から生活保護利用者の厳しい
生活状況が明らかになった。中央社会福祉審議
会生活保護専門分科会中間的取りまとめで示さ
れた「良質の食品」の確保よりも、真っ先に削
るものとしての食費、「肉体的条件」とされた
暖房費、被服費も節約の対象となっていた。「社
会的費用」についても節約・削減もしくは生活
の基礎的条件を切り詰めて参加するという状況
があった。それらが、人とのつながりの弱さ、
日常生活上の不安の大きさにつながっていると
考えられる。保護基準の引き下げが、生活実態
と乖離した状態で進んでいることがわかる。沼
田は東北でのケースワーカーの経験から、老齢
加算廃止後、生活保護利用者は「食を削る」「さ
さやかな楽しみを削る」「付き合いを削る」「情
報源を削る」「通院を削る」、さらに利用者は「制
度や一般的な統計には現れにくい見逃しがちな
需要を抱えている」と指摘している（沼田 [2013]
pp.5 - 6）。つまり、実際に支出が少ないことと、
「特別な需要」を満たしていることとは、別次
元のことである。生活実態にそった制度のあり
方が求められている。
むすびに代えて
　今回の全体的な保護基準の引き下げのなか
で、高齢者についてはその額が引き上げられた。
これについて、稲葉は「高齢者特有のニーズを
認めず、老齢加算を廃止した結果、高齢者の生
活扶助費は、第Ⅰ十分位の消費実態より低く
なってしまった」（稲葉 [2013]p.11）と指摘して
いる。つまり老齢加算の廃止自体が、最低生活
以下に保護基準を引き下げていたことが明らか
になったのである。さらに、そもそも 2004 年
段階では、老齢加算とあわせて母子加算も廃止
になった。母子加算の廃止の根拠としては、「母
子加算を加えた保護基準は、中位の所得の一般
母子世帯の消費水準と比較しても高い」ことが
挙げられていた。しかし、「母子家庭の窮状に
鑑み」「子どもの貧困解消を図るため」という
基本的な考え方から母子加算については、2009
年 12 月から復活をした（10）。これら廃止のまま
の老齢加算と復活をした母子加算の取り扱いか
ら、岩永は「加算を廃止した保護基準でも最低
生活を下回るものではないし、逆に加算を復活
した保護基準もまた最低生活を保障する、と行
政裁量によって位置づけることが可能である」
（岩永 [2011]p.296）と、最低生活費の内容が確
定していないことを指摘している。
　新潟では、老齢加算の廃止に対し、３人の原
告が新潟市、新発田市を相手に訴えを起こし
ている（2014 年１月現在継続中）。憲法 25 条、
生活保護法３条、８条がその争点となっている。
社会保障制度の根底をなす、最低生活とは何か
が問われている。誰もが納得できるナショナル・
ミニマムの実現に向けた取り組みが求められて
いる。
　2013 年 12 月 13 日に制定された「持続可能
な社会保障制度の確立を図るための改革の推進
に関する法律」において、政府の役割を「自助・
自立のための環境整備等」とその範囲が矮小化
されている。国民が自己責任を全うできるよう
社会保障制度を拡充していくこと、国の責任を
明確に位置づけることこそが重要である。
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注
（１）2013年10月10日現在10 ,191件。「生活保護基準
引き下げ、ガマンするしかないの？～審査請求やっ
てみよう」http://ameblo.jp/seiho-shinsaseikyu（2013
年１月７日確認）
（２）新潟県弁護士会「生活保護基準の引下げに強く
反対する意見書」（2012年10月17日）http://www．
niigata-bengo. or. jp/about/statement/index．
php?id=107（2013年12月25日確認）。
（３）http://www.courts.go. jp/search/jhsp0030?ha
nreiid=82037&hanreiKbn=02（2014年１月11日確
認）。
（４）全世帯を収入の低い方から順番に並べて五等分
してつくったグループで、第Ⅰ五分位は、収入の一
番低い層となる。つまり最も低い所得20％の階層と
なる。老齢加算廃止直前の2002年度で第１五分位
の平均所得は126 .9万円。全体の平均は589 .3万円
であった。「平成15年度国民生活基礎調査」。
（５）12～19歳は42 ,080円から38 ,070円、20～40歳
は40 ,270円から37 ,350円に引き下げられる。「生活
保護関係全国係長会議資料（平成25年５月20日）」。
（６）http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000
002szwi-att/2r9852000002t006 .pdf（2014年１月11
日確認）。
（７）「新潟市中央区におけるひとり暮らし高齢者の生
活と意識に関する調査報告書」。調査は、多様な生
活状況にあるひとり暮らし高齢者の実態を明らかに
することで、より効果的な支援のあり方等を検討す
るための基礎資料を得ること」を目的として実施し
た。対象は、2009年９月現在、民生委員が把握して
いる満65歳以上のひとり暮らし高齢者（新潟市中
央区在住）4,038人のうち1,346人に調査票を配布
した。民生委員が把握しているひとり暮らし高齢者
の概ね３分の１に対し調査票を手渡し、回収は郵送
で行った。回収率は、86 .1％（1,159人）であった。
さらに、そこから対象を抽出して、聞き取り調査を
実施した（調査時期：2010年６月、11月）（新潟市
中央区社会福祉協議会・新潟県立大学［2011］参照）。
（８）生活保護を受給している70歳以上の単身高齢者
の生活実態と意識を明らかにすることを目的に行っ
た聞き取り調査。対象者は、新潟市在住で生活保護
を受給している「新潟健康と生活を守る会」会員で、
生活保護を受給している70歳以上の単身者である。
70歳以上の単身会員29人のうち28人から聞き取り
を行うことができた（調査時期：2010年７～８月）（小
澤［2011］参照）。
（９）緊急時の支援者の有無について収入階層別にみ
ると、緊急時の支援者が「いない」人では「150万
円未満」が54 .5％、「いる」人では「150万円未満」
が31 .6％で、倍近い違いがあった。さらに収入階
層別に社会参加活動への参加状況をみると、「参加
していない」人の43 .5％は「150万円未満」で、参
加している人と比べて２倍近い違いがあった（小澤
［2013］pp.63 -64）。
（10）なお「被保護母子世帯の日々の生活に関する
アンケート結果」（2010年６月）から、母子加算
の復活によって出費が増えた項目（複数回答）は、
「子どもの衣服費」「子どもの教育費」「子どもの
学校行事に関する費用」が上位であった。http://
www．mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000007dnb-
att/2r98520000007dpo.pdf（2014年１月11日確認）。
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